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１．はじめに 

従来、作業開始前点検は機械を運転する作業員

により点検結果を紙の点検表に記入し、点検結果

を記入した点検表を職長や元請職員へ提出し、回

覧後にファイリングして保管する管理手法が長ら

く行われてきた。重大災害撲滅のためには、確実

な点検の実施と結果の確認が重要である。しかし

ながら、確認のためだけに稼働中の建設機械を停

止させて点検表を確認することは難しい面があ

り、元請職員による点検状況確認が不十分である

ケースもあった。また、作業開始前点検は日々行

われ記録が蓄積されていくものの、点検時の整備

内容や部品交換等の情報を統計的に把握・分析し

て、機械管理レベルの向上による稼働率と生産性

の向上に利用されることはなかった。 

そこで、確実な点検の実施および結果の確認に

よって点検不備に起因する死亡災害等の重大災害

の撲滅を図ること、システムによる業務効率化を

図ること、機械管理レベルの向上を図ることを目

的に、施工機械・設備の WEB 点検管理システム

「e-Tenken®」を開発した。 

 

２．開発概要 

2.1 開発の経緯 

点検結果の入力をスマートデバイス等で Web 化

した既存製品を調査したところ、主流は建設現場

とは異なる製造業工場等固定設備を対象とした製

品であった。建設業は製造業と異なる特有の機械

使用方法があり、施工ステップ毎の機械の頻繁な

入替え、それに伴う短期間の使用や、同一の機械の

複数の協力会社による共用使用、さらに点検者の

頻繁な変更、機械仕様による固有の点検項目など

従来製品の想定条件に合致しておらず、使い勝手

や機能面から建設業界では普及しなかった。そこ

で、建設業の使用方法に対応できる IoT 技術を利

用した点検システムを新たに開発することとした。 

2.2 開発のコンセプト 

開発のコンセプトは下記に示す 3つである。 

(1)形骸化防止 

現地でスマートデバイスを用いて予め機械に貼

り付けてあるQRコード読取後に点検を開始する仕

組みとし、写真や動画による記録保管機能により、

確実に現地で点検を実施するように促す。 

(2)情報の共有化 

点検結果をクラウドへ点検完了直後に保存し、

情報の共有化を図る。職長や元請職員は現地に赴

くことなく、PC やスマートデバイスにより点検結

果を確認できるようにする。 

(3)未点検時の警報機能 

点検結果をデジタル化し、未点検時の警報や運

転開始時の元請職員による承認機能を採用するこ

とにより、従来の紙点検表では不可能であった点

検漏れや未点検状態での機械や設備の稼働を確実

に防止する。 

2.3 開発環境の選定 

 システムを開発するにあたり、利用対象を鹿島

社員のみならず JV 構成会社社員や協力会社職員

作業員まで幅広く設定する必要があり、使用する

スマートデバイスは Android、iOS、Windows タブ

レットに対応し、PC でも使用可能など幅広い端末

で利用できることを条件とした。 

図-1-1 点検システムの使用イメージ 
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３．現状の課題 

3.1 点検実施の確認 

重大災害撲滅のためには、確実な作業開始前点

検の実施と結果の確認が重要であるが、従来の紙

手法では元請社員や協力会社職長が、稼働する機

械や設備が点検されたか確認することは現地に行

き稼働中の重機を停止して点検表を確認する、ま

たはオペレータに電話して確認するなど作業を一

時停止させて確認する必要があった。このため、毎

日かつ全機械・設備の確認をすることは困難であ

り、点検漏れがあった場合に気が付かないケース

もあった。 

また、機械を実際に確認せずに点検表のみを記

入することや、複数日の点検表をまとめて記入す

る等の不正行為を防止するため、種々の対策や指

導が実施されているものの決定打とはなりにくか

った。 

3.2 書類管理 

 作業開始前点検をはじめとした点検表の帳票管

理は繰り返しのルーティンワークである。作業開

始前点検を例にすると、月初めに機械の機種ごと

に異なる一月分の点検表を印刷し、事前に配布す

る。点検者は日々点検した結果を点検表に記入、担

当者はその結果を定期的に確認、月末に点検表を

回収した後に所内にて回覧し、ファイリングして

保管する業務がある。 

 しかしながら搬出入が頻繁な機械に対して、点

検表の配布忘れや、降雨等による文字の滲み、記入

後の回収忘れ、紛失や破損なども発生していた。 

 また、提出書類の確認において提出状況、書 

類の不備・不足の確認、回覧状況、情報の更新が適 

切になされているかなど多くの確認項目があり 

担当者が繁忙の場合、処理の遅延や残業となり、回

覧中に書類を紛失する事例も発生していた。 

新たに機械が現場に搬入された際に最初に作ら

れる帳票が、持込機械等使用届及び持込機械受理

証である。従来は Excel や手書きで作成、印刷、

発行がほとんどであり、持込機械等使用届に記載

してある事項をもとに持込機械届受理証を作成す

るため、全く同じデータを重複して入力・記入する

ことは多くあった。 

 また、持込機械使用届の情報を元に定期自主検

査日の確認及び期日前の点検実施は機械管理で重

要な業務であるが、現場規模が大きく機械台数が

多くなれば機械管理業務は煩雑になり、確認に時

間を要し、ミスも発生するという課題があった。対

策として持込使用機械届のデータを点検期日や現

場退場日を管理する機械管理一覧表を別帳票とし

て作成して管理する現場が多いのが実状である。 

 

４．システム導入による解決策と導入効果  

4.1 点検実施の確認 

従来の紙手法では難しかった点検がされたかど

うかをシステム上で自動的に確認できる機能を開

発し、作業開始前点検が確実に実施される仕組み

を構築した。開発の要は、図-4-1 に示す未点検の

機械がある場合にメールによる警報自動通知を行

う機能、あらかじめ重要と位置付けた設備や機械

の点検完了を元請職員が確認しない限り稼働しな

い運転開始承認制の 2 種類である。以下に詳細を

説明する。 

4.1.1 未点検時警報アラート通知の仕組み 

未点検時の機械運転防止を目的としており、①

作業開始時間になったにも関わらず使用予定の機

械が未点検の場合、②未点検のまま一定時間以上

重機を稼働させている場合のいずれかが発生する

図 4-1 重大災害撲滅対策システム構成図 
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と職長と元請担当社員、機電安全責任者（当社にて

任命している機械安全管理の責任者）等へ自動メ

ール通知し、点検を促すものである。 

なお、未点検時警報アラート通知の対象は重大

災害へつながる可能性の高い作業計画指示書を必

要とする機械とした。 

4.1.2 運転開始承認制の仕組み 

運転開始承認制とは、災害が発生した場合に死

亡災害に直結する等、安全管理上重要と位置付け

た設備や機械を対象にした未点検時警報アラート

通知よりも更にレベルの高い未点検防止策である。

重要な設備や機械の点検完了を元請職員が承認し

ない限り機械が稼働できない仕組みであり、未点

検状態での稼働を確実に防止できる。 

機械等の点検が「機械の停止状態での点検」と

「機械を運転させながら行う点検」の 2 種類があ

るが、「機械の停止状態での点検」の完了を元請職

員が承認しない限り稼働できない仕組みを構築し

た。 

4.2 書類管理 

点検データをシステム化して管理することにより

機械管理や点検に関する帳票管理業務の効率化を

図っている。持込機械等使用届・持込機械届受理証

の例について説明する。持込機械等使用届作成（図

-4-1、 図-4-2、 図-4-3）から、元請への提出、持

込機械届受理証発行（図-4-4）までをシステム上に

おいて一括で行うことができる。 

 

図-4-1 持込機械届作成画面 

 

図-4-2 自動生成される重機管理一覧表 

 

図-4-3 持込機械使用届 

 

 

図-4-4 QR コード付き受理 

 

定期自主検査等の定期点検は、レンタル会社や

メーカ等の現場外の会社へ依頼することも多く、

点検期日の管理は重要となる。当システムでは次

回点検予定日を入力すると、カレンダー形式で点

検日一覧を把握できるため、点検状況の確認は容

易となる。また手配忘れ防止策として、点検日が近

づくと担当者へメールにて自動通知される。 

システム導入の効果として、すべての情報がシ

ステム上において共有され、元請と協力会社間の

書類提出等の業務は削減された。また、レンタル会

社から提出される書類についてもシステム上に提

出することにより、書類提出や修正に要する時間

は減少し、最新書類を常に共有できる状態となっ
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ており、大幅な業務効率向上を達成した。 

図-4-5 に従来方法との業務削減の比較例を示す。

導入現場の実績によると元請職員が毎月16時間か

かっていた業務が 4 時間となり、75%削減が可能と

なった。元請職員以外にも協力会社職員による書

類の提出、承認後の受取、機械所有者による特定自

主検査記録の提出などの業務も削減された。 

図-4-5 持込機械等使用届に関する業務削減例 

 

4.3 作業開始前点検業務の効率化 

重機に貼り付けた持込機械届受理証のQRコード

を読み取ると自動的に対象機械の点検項目を表示

する。点検者は QR コードを読み取り後に点検結果

を入力するため、必ず現地点検が必須となり、形骸

化を回避できる。また、QR コードを読み取ると、

該当機械の過去の点検記録や点検の要点が図示さ

れて点検ポイントを確認できるようになっている。

各点検項目に対し、「良好」「要修理」「修理済み」

と結果を入力するだけではなく、写真添付や部品

交換記録も入力できるため、重機の状態を関係者

へ遅滞なく、かつ周知漏れすることもなく情報共

有は可能となる。（図-4-6、 図-4-7） 

 

 

 

図-4-6 点検結果確認画面 

 

 

 

 

 

図-4-7 点検結果確認画面 

また、月末には一月分の点検結果をまとめた帳票

の出力(印刷・PDF 保存)が可能であり、従来通りの

回覧による運用にも対応している。システム導入

の効果として、必ず現地で点検を実施し、必要に応

じ点検記録として写真を残すなど点検の形骸化を

防ぐことができる。点検を紙への手書きからシス

テム化とすることにより、点検表の回収が不要と

なり回覧を効率化することができる。図-4-8 に示

す従来方法との業務削減の比較例では、元請職員

が毎月 23 時間かかっていた業務が、3 時間となり、

87%削減となった。さらに元請職員以外に協力会社

職員も点検表の配布、回収、点検状況の確認等の業

務は削減される。 

 当システムは建設業特有の機械の使用状況にも

対応している。 

 

 
図-4-8 作業開始前点検に関する業務削減例 

 

(1)複数の協力会社、点検者の変更 

 建設業の特徴的な機械使用方法として、1 台の機

械を複数の協力会社にて共通で使用することがあ

る。都度、点検者が変更となるが、異なるスマート

デバイスにより点検される状況においても、当シ

ステムでは、過去の点検記録の情報が、機械毎に一

元的に管理され、確実な点検管理ができる。 

(2)現場独自の点検項目の選定 

点検表には、あらかじめ用意された社内統一点

検表の項目に加え、標準的な機械構造と異なるタ

イプなど、現場独自の点検項目に変更する必要が

あるため、従来の紙様式と同様に、当システムでも

現場にて任意に点検項目を追加や変更が可能な柔

軟性の高い仕様とした。 

図-4-6 点検結果入力画面 
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4.4 管理部門への定期点検書類提出 

当社では電気設備に関する月例点検表を現場か

ら各地域の管理部門（支店）に提出をしている。管

理部門の担当者は提出された書類の確認や管理、

未提出現場への提出を促すために多くの手間と時

間を要していた。そこで、点検をシステム化したこ

とを活用し、未提出現場を自動でチェック後、未提

出の場合は自動で催促メールを送る機能を追加し

た。また、管理部門にて別途作成していた各現場の

提出データをまとめた帳票も自動作成可能である。 

電気設備を対象に点検結果を提出、点検結果一

覧表を自動生成、月例点検および受変電設備の日

常巡視点検結果、期日までに支店へ未提出の場合

の催促メールによる自動通知を行うことで現場の

みならず支店管理者が行っていた業務を自動化す

ることによって大幅な業務効率化を図った。 

 

4.5 その他の機能 

 当システムにより構築した元請と協力会社で情

報を共有できる仕組みを利用し、点検以外の業務

に対しても業務効率を向上させるアプリケーショ

ンを開発している。以下に 3 つのアプリケーショ

ンの機能について説明する。 

4.5.1 クレーン予約管理 

社外から調達する移動式クレーンの予約は電話

やメール等で行われており、工程変更などによる

予定の変更などは突然発生することも多く、元請

職員やクレーン会社社員はかなりの時間を費やし、

業務多忙となる一因になっていた。また、連絡がう

まく伝わらずに予約ミスを発生させることも稀に

発生しており、発生した場合は工程に及ぼす影響

は無視できないものとなる。そこで点検システム

において構築した情報を協力会社と元請で共有で

きる仕組みを利用し、クレーンの予約管理システ

ムを開発した。 

 PC やスマートフォンを利用し元請社員がシステ

ム上でクレーン予約情報を入力すると、自動でメ

ールがクレーン会社に送信され、配車担当者は予

約内容を確認し、配車情報を入力する。予約中、予

約確定やキャンセルなどに関する情報はカレンダ

ー上に色分けされ一目で確認することができる

（図-4-9）。入力された情報は元請やクレーン会社

の全員に見える化することにより、クレーン予約

忘れ防止や重複予約の回避が成された。日々の打

合せや週間工程会議等でクレーンの予約を確認し、

作業調整はしやすくなっている。現場の導入効果

として、元請担当者のクレーン予約管理に掛かる

業務が毎月 4 時間かかっていたものが 1.5 時間、

クレーン会社の担当者の業務が毎月 5 時間かかっ

ていたものが 3 時間となり、50%削減が可能となっ

た。 

図-4-9 クレーン予約確認画面 

 

4.5.2 ヒヤリハット報告 

ヒヤリハットは発生すると協力会社職員が報告

書を作成し、元請へ提出し、朝礼や昼の打合せで報

告書を配布し周知するという対応を行ってきた。

問題点として、情報共有されるまでに時間がかか

り、配布資料はその後の活用しにくい状況があっ

た。また、スマートデバイス上でチャットツール等

を用いて現場内に早期にヒヤリハット情報を共

有・展開する方法も行われているが、迅速性は高い

ものの、情報の件数が多いと情報整理や傾向分析

はしにくく、是正状況を管理しにくい面があった。 

点検システムで構築した情報を協力会社と元請

で共有できる仕組みを利用したヒヤリハット報告

アプリを開発した。 

報告者はスマートデバイスを用いて現場状況写

真をその場で撮影し、ヒヤリハット状況を報告す

る。報告されたヒヤリハット状況は、現場内の元請

職員や協力会社でリアルタイムに報告内容を確認

することができ、元請担当者は是正が必要なヒヤ

リハット事例に対し、対応の指示コメントをすぐ

さま入力することができる。報告されたデータか

ら同じようなタイプのヒヤリハットの分類や、発

生日や発生場所、報告者別等の集計が自動的にグ

ラフ化されて表示される(図-4-10)。 

導入の効果として、 

①写真付きのヒヤリハット情報が提出と同時に遅

延なく元請と協力会社で共有されるため周知がタ

イムリーに行われる。 

②報告を元にした是正の指示や、その進捗状況を

全員が確認でき、他の作業場所においても同様の

懸念が無いか等の確認ができる。 

③発生日、発生場所、ヒヤリハットのタイプなどの

自動集計、グラフ化ができるため、安全教育や注意

喚起への利用が容易である。例えば協力会社が検

索機能を用いて同種工事でのヒヤリハット抽出し、

自社の安全教育等に活用することや自社と他社の

傾向の違い等を把握するなど、ヒヤリハットのデ

ータベースとしての活用が上げられる。 
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導入した現場の一事例では、協力会社も簡単に

素早くヒヤリハット報告ができるため、ヒヤリハ

ットの提出件数自体が飛躍的に増加（約 3 倍）し、

従来は報告されなかった軽妙な日々の気づきにつ

いても報告がなされるようになった結果、現場の

安全管理活動やコミュニケーションを活性化した。 

 

 

図-4-10 ヒヤリハット集計画面 

 

4.5.3 設備や機械の停止要因分析ツール 

 機械設備やプラントなどの停止要因を分析し

て施工方法や設備の改善を行い、稼働率を向上さ

せる試みは従来から行われてきたが、日報からデ

ータの集計作業や分析作業に多大な労力を必要と

し、改善活動のために統計的にデータを整理して、

改善活動につなげるのは難しかった。このため、経

験豊富な職長や職員の感覚的な判断に基づく改善

活動となり易く、判断は個人の能力に左右される

傾向にあった。 

本ツールでは、オペレータが停止した原因を PC

やタブレットに直接入力することにより日報を自

動的に作成し、入力されたデータを自動的に停止

要因毎の停止時間や回数の傾向分析しグラフ表示

を行うことができる。これによりリアルタイムで

改善活動につなげることが可能となり、改善活動

の進捗を早め、改善による効果を定量的に把握す

ることができる(図-4-11、図-4-12)。 

当ツールを導入した現場では、当ツール使用前

は冬季の施工休止期間に前年度の状況を分析し、

次シーズンからの施工に反映していたため、改善

に反映されるまでに時間がかかっていたが、当ツ

ールを使用することで施工しながら改善活動を並

行して行い、また、改善による稼働率の変化を見え

る化されることにより、稼働率を早く改善させる

ことができている。 

図-4-12 集計グラフ画面 

 

５．まとめ 

点検業務は長らく改善されにくかった分野であ

ったが、施工設備や機械の点検業務等を従来の紙

による記入から、スマートデバイスを用いて電子

化することにより、デジタルデータとして取り扱

うことができた。この点検業務等のデジタルデー

タは情報のリアルタイム共有や二次的な利用を簡

単に行うことができるようになったため、点検の

確実性や信頼性をシステムの機能により高めて、

点検不備に起因する機械や設備の重大災害を減ら

すことを期待している。 

新たな課題として高齢者も多い建設作業従事者

のスマートデバイス取扱いスキルの向上や、スマ

ートデバイスの調達方法などがあるが、建設業界

においてもスマートデバイス等のITツールの利用

が急速に浸透していくものと考えている。 

また、当システムのベースとなるプラットフォ

ームは自由度の高いクラウドサービスを用いてお

り、管理したい内容を簡単にシステム化し情報を

共有化できることから、作業開始前点検以外でも

様々な利用方法を提案し業務効率化を図っている。

さらに、クラウドサービスを用いてシステム上で

共有することにより、現場だけではなく管理部門

を含めた様々な業務を効率よく行うことができる

ため、メニューや機能の拡充を図り、元請職員や協

力会社職員の更なる業務効率化も目指している。 

将来的に点検表を始めとする帳票の電子化をさ

らに発展させて、関連する安全書類も含めた完全

ペーパーレス化を目指すとともに、最新デジタル

技術により収集・蓄積した点検データ、整備データ

や機械の稼働データを活用して、安全性や生産性

をさらに向上させる新たな設備や機械の管理手法

を構築していきたい。 

 

 

図-4-11 停止要因入力画面 
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